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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

中間連結会計期間
第14期

中間連結会計期間
第13期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （百万円） 7,058 8,881 14,835

経常利益 （百万円） 452 1,189 998

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 347 792 476

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △318 1,094 468

純資産額 （百万円） 9,871 11,859 10,662

総資産額 （百万円） 13,677 19,299 16,109

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 9.25 20.39 12.59

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 8.84 20.09 12.11

自己資本比率 （％） 72.17 61.32 66.19

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 291 574 1,354

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,891 △3,963 △534

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △210 1,563 624

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 3,461 6,352 7,895

 

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していませ

ん。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、当社は当中間連結会計期間において、株式の取得により株式会社MIXENSEを連結子会社としま

した。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

(1）経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあり、国内経

済は緩やかに回復しています。一方で、世界的な金融資本市場の変動等もあり、国内外における経済的な見通し

は不透明な状況が続いています。

こうした経営環境の中、当社グループは、顧客の課題に応じて必要なサービスを提供すべく、「デジタル・ク

リエイティブスタジオ事業」という単一セグメントの中で、顧客と一緒にデジタルプロダクトを創造していく

「クリエイティブ＆エンジニアリング」と、デジタルプロダクトの創造に必要な人材を発掘・育成し、顧客に輩

出していく「タレントプラットフォーム」、デジタルコンテンツの製作やファンコミュニティシステムの開発・

運営等を行う「インキュベーションその他」という３つのサービスラインを展開し、顧客数及び顧客単価の拡大

を重点課題として取り組んでいます。

当社グループは経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標（以下、KPI）として、クリエイティブ＆

エンジニアリングにおけるユニーク顧客数（対象期間内において取引を行った顧客の実数）および月額平均顧客

売上（対象期間の総売上高を同期間の延べ取引顧客数で除した値）を設定しています。

「クリエイティブ＆エンジニアリング」においては、既存顧客の受注が堅調に推移していることにより、当中

間連結会計期間におけるユニーク顧客数は227社、月額平均顧客売上は6,133千円、売上高は7,033百万円（前年同

期比28.5％増）となりました。

「タレントプラットフォーム」においては、売上高は967百万円（前年同期比2.8％減）となりました。

「インキュベーションその他」においては、2025年7月より株式会社グローバルギアを子会社化したことも影響

し、売上高は881百万円（前年同期比49.0％増）となりました。

この結果、当中間連結会計期間においては、売上高8,881百万円（前年同期比25.8％増）、売上総利益4,424百

万円（同38.1％増）、営業利益1,004百万円（同141.8％増）、経常利益1,189百万円（同163.1％増）、親会社株

主に帰属する中間純利益792百万円（同128.0％増）となりました。なお、当社グループは、デジタル・クリエイ

ティブスタジオ事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載していません。

 

(2）財政状態の分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は15,365百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,214百万円増加し

ました。これは主に、資金の借入等による現金及び預金1,708百万円の増加によるものです。

固定資産は3,934百万円となり、前連結会計年度末に比べ975百万円増加しました。これは主に、その他無形固

定資産424百万円の増加によるものです。

この結果、当中間連結会計期間末における総資産は19,299百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,189百万

円増加しました。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は5,000百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,846百万円増加しま

した。これは主に、借入の実行による短期借入金1,775百万円の増加によるものです。

固定負債は2,438百万円となり、前連結会計年度末に比べ147百万円増加しました。これは主に、繰延税金負債

217百万円の増加によるものです。

この結果、当中間連結会計期間末における負債は7,439百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,993百万円増

加しました。
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（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産は11,859百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,196百万円増加しま

した。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益の計上による利益剰余金792百万円の増加、為替換算調整

勘定217百万円の増加によるものです。

 

② キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,542百万円減少し、6,352百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは574百万円の収入（前年同期は291百万円の収入）となりました。これは

主に、税金等調整前中間純利益1,119百万円の計上等の増加要因があった一方で、売上債権及び契約資産の増減

額458百万円等の減少要因があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは3,963百万円の支出（前年同期は2,891百万円の支出）となりました。こ

れは主に、定期預金の純増減額3,251百万円や連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出609百万円等の

減少要因があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは1,563百万円の収入（前年同期は210百万円の支出）となりました。これ

は主に、短期借入金の純増減額1,775百万円の増加要因があったことによるものです。

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

(6）研究開発活動

当中間連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

当社は、2026年１月21日の取締役会において、株式会社みずほ銀行より、特別当座貸越契約に基づき、借入を実

行することを決議し、当該契約を締結し実行しております。

 

資金用途　　　運転資金

借入先　　　　株式会社みずほ銀行

借入総額　　　1,500百万円

借入利率　　　変動金利

借入実行日　　2026年１月28日

返済方法　　　分割返済

返済期限　　　2027年１月28日

担保の状況　　無担保

 

当社は、2026年３月18日の取締役会において、株式会社三井住友銀行より、特別当座貸越契約に基づき、借入を

実行することを決議し、当該契約を締結し実行しております。

 

資金用途　　　運転資金
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借入先　　　　株式会社三井住友銀行

借入総額　　　1,500百万円

借入利率　　　変動金利

借入実行日　　2026年３月24日

返済方法　　　分割返済

返済期限　　　2027年12月30日

担保の状況　　無担保
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 136,000,000

計 136,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年９月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,055,360 40,096,800
東京証券取引所

（プライム市場）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

です。なお、単元株

式数は100株です。

計 40,055,360 40,096,800 － －

（注）１．2026年７月１日から2026年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式数が41,440株増加し

ています。

２．「提出日現在発行数」欄には、2026年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれていません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。

決議年月日 2026年１月29日

新株予約権の数（個）※ 12,100

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　1,210,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 455

新株予約権の行使期間 ※ 自　2029年４月１日　至　2032年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※
（注）２、３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ （注）３

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）６

※　新株予約権の発行時（2026年２月27日）における内容を記載しています。

 

（注）１．新株予約権の数

12,100個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式

1,210,000株とし、下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付

与株式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。
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２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価額は、200円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会

社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルで

あるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式

100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。

以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率
また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これ

らの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整され

るものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」と

いう。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金455円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額

を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による

自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、

その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行

使価額の調整を行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2029年４月１日から

2032年３月31日（ただし、最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日）までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、2028年12月期において、当社

の有価証券報告書における監査済みの連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損

益計算書）に記載された連結売上総利益が、下記に掲げる各号の条件を達成した場合、各新株予約権

者に割り当てられた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合を限度（以下、「行使可能割合」とい

う。）として行使することができる。

(a) 連結売上総利益が11,000百万円以上となった場合 行使可能割合：70％

(b) 連結売上総利益が12,000百万円以上となった場合 行使可能割合：80％

(c) 連結売上総利益が13,000百万円以上となった場合 行使可能割合：90％

(d) 連結売上総利益が14,000百万円以上となった場合 行使可能割合：100％

なお、上記における連結売上総利益の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多

大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していな

い場合には損益計算書）に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと当社取締役会が判

断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値

の調整を行うことができるものとする。また、国際財務報告基準の適用、決算期の変更等により参照
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すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるも

のとする。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１

個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

②　新株予約権者は、割当日から2027年12月31日までの期間において、当社または当社関係会社の取締

役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当

な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の割当日

2026年２月27日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の

承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来

をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に

新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従っ

て決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記

３．（３）に定める行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８．新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

2026年２月27日

９．申込期日

2026年２月12日

10．新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役        ２名  2,000個

当社上級役職員    26名  9,100個

当社子会社取締役  ３名  1,000個
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年１月１日～

2026年６月30日（注）１
940,280 40,055,360 37 1,797 37 1,782

（注）１．新株予約権の行使による増加です。

２．2026年７月１日から2026年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が41,440株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ１百万円増加しています。
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

平井誠人 Ocean Drive Singapore 11,654 29.83

服部裕輔 東京都千代田区 5,394 13.81

小林泰平 東京都中央区 3,352 8.58

FUJIMOTO KAZUNARI-DAIWA CM

SINGAPORE LTD-NOMINEE

（常任代理人　大和証券株式会社）

Mairna One East Tower Singapore（東

京都千代田区丸の内1-9-1）
3,220 8.24

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）（注）１
東京都港区赤坂1-8-1 1,409 3.60

高倉健一 神奈川県藤沢市 1,100 2.81

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内1-9-1 333 0.85

株式会社SBIネオトレード証券 東京都港区六本木1-6-1 317 0.81

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 311 0.79

State Street Bank and Trust

Company

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

One Congress Street, Suite 1,

Boston, Massachusetts（東京都港区港

南2-15-2）

310 0.79

計 － 27,404 70.17

（注）１.日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は554千株であ

り、それらの内訳は、投資信託設定分553千株、年金信託設定分１千株となっています。

２.2023年６月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、みずほ証券株式会社

及びその共同保有者であるアセットマネジメントOne株式会社が2023年５月31日現在で以下の株式を所有して

いる旨が記載されているものの、当社として2026年６月30日時点における実質所有株式数確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めていません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容の内訳は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％）

みずほ証券株式会社
東京都千代田区大手町１

丁目５番１号
107,300 0.28

アセットマネジメント

One株式会社

東京都千代田区丸の内１

丁目８番２号
1,306,600 3.43

計 － 1,413,900 3.72
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,000,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,032,300 390,323

完全議決権株式であり、

株主として権利内容に何

ら限定のない当社におけ

る標準となる株式です。

なお、単元株式数は100株

となっています。

単元未満株式 普通株式 22,960 － －

発行済株式総数  40,055,360 － －

総株主の議決権  － 390,323 －

（注）「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式32株が含まれています。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社Sun

Asterisk

東京都千代田区大

手町一丁目６番１

号

1,000,100 － 1,000,100 2.50

計 － 1,000,100 － 1,000,100 2.50

 
 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,560 12,269

受取手形、売掛金及び契約資産 1,787 2,323

仕掛品 103 42

その他 768 753

貸倒引当金 △68 △23

流動資産合計 13,150 15,365

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 393 460

減価償却累計額 △320 △350

建物及び構築物（純額） 72 110

工具、器具及び備品 462 519

減価償却累計額 △352 △382

工具、器具及び備品（純額） 110 136

有形固定資産合計 182 247

無形固定資産   

のれん 906 1,159

その他 47 493

無形固定資産合計 954 1,652

投資その他の資産   

投資有価証券 1,360 1,521

繰延税金資産 127 109

その他 570 681

貸倒引当金 △236 △278

投資その他の資産合計 1,822 2,034

固定資産合計 2,958 3,934

資産合計 16,109 19,299
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 380 382

短期借入金 － 1,775

未払金 316 331

未払費用 693 673

未払法人税等 356 264

契約負債 410 400

賞与引当金 189 399

株主優待引当金 111 －

その他 696 772

流動負債合計 3,154 5,000

固定負債   

長期借入金 1,777 1,628

資産除去債務 100 157

繰延税金負債 141 359

その他 271 293

固定負債合計 2,291 2,438

負債合計 5,446 7,439

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,759 1,797

資本剰余金 1,744 1,782

利益剰余金 6,944 7,737

自己株式 △676 △676

株主資本合計 9,772 10,640

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 157 243

為替換算調整勘定 732 949

その他の包括利益累計額合計 889 1,193

新株予約権 0 25

純資産合計 10,662 11,859

負債純資産合計 16,109 19,299
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 7,058 8,881

売上原価 3,853 4,456

売上総利益 3,204 4,424

販売費及び一般管理費 ※ 2,789 ※ 3,419

営業利益 415 1,004

営業外収益   

受取利息 134 163

現金受贈益 － 30

その他 17 50

営業外収益合計 151 244

営業外費用   

支払利息 8 25

株式関連費用 100 19

貸倒引当金繰入額 － 9

その他 6 5

営業外費用合計 115 60

経常利益 452 1,189

特別損失   

投資有価証券評価損 31 59

その他 － 10

特別損失合計 31 69

税金等調整前中間純利益 420 1,119

法人税等 73 327

中間純利益 347 791

非支配株主に帰属する中間純損失（△） － △1

親会社株主に帰属する中間純利益 347 792
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 347 791

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △131 85

為替換算調整勘定 △534 217

その他の包括利益合計 △666 303

中間包括利益 △318 1,094

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △318 1,095

非支配株主に係る中間包括利益 － △1
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 420 1,119

減価償却費 62 47

のれん償却額 35 61

無形資産償却額 - 28

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） 85 201

受取利息 △134 △163

現金受贈益 － △30

支払利息 8 25

為替差損益（△は益） △171 △49

株主関連費用 100 19

投資有価証券評価損益（△は益） 31 60

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △213 △458

棚卸資産の増減額（△は増加） △0 79

仕入債務の増減額（△は減少） 56 △36

未収入金の増減額（△は増加） △2 △51

預け金の増減額（△は増加） 154 △3

未払消費税等の増減額（△は減少） △42 31

契約負債の増減額（△は減少） △23 △17

未払費用の増減額（△は減少） △4 △27

長期前受金の増減額（△は減少） 120 26

その他 △66 △24

小計 418 834

利息の受取額 70 158

現金受贈による受取額 － 30

利息の支払額 △8 △25

法人税等の支払額 △188 △423

営業活動によるキャッシュ・フロー 291 574

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △2,364 △3,251

有形固定資産の取得による支出 △32 △50

投資有価証券の取得による支出 △511 △86

短期貸付金の回収による収入 - 116

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- △609

その他 17 △81

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,891 △3,963

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） - 1,775

長期借入金の返済による支出 - △156

自己株式の取得による支出 △155 -

株主関連費用による支出 △100 △130

その他 45 75

財務活動によるキャッシュ・フロー △210 1,563

現金及び現金同等物に係る換算差額 54 283

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,756 △1,542

現金及び現金同等物の期首残高 6,217 7,895

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,461 ※ 6,352
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当中間連結会計期間より、株式会社MIXENSEの株式を100％取得したため、連結の範囲に含めています。

なお、詳細は「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりで

す。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用する方法によっています。

 

（追加情報）

（不適切な会計処理について）

2026年８月13日付「2026年12月期半期報告書の提出期限延長に関する承認申請書提出のお知らせ」にてお知

らせしましたとおり、当社の連結子会社であるSun Asterisk Vietnam Co., Ltd.において、会計帳簿に計上さ

れていない現金の存在を確認したことから、外部の専門家(弁護士)による調査及び検証作業を行ってまいりま

した。

会計帳簿外の取引を検証した結果、本来会計帳簿に計上すべき取引などの不適切な会計処理が確認されまし

た。これらは主に、同社における産学連携に関連して生じた取引による支出及び収入によるものです。

その結果、当中間連結会計期間末において、現預金24百万円を計上しています。

また、当中間連結会計期間において、販売費及び一般管理費６百万円及び営業外収益30百万円（うち、過年

度影響額22百万円）を計上しています。

なお、当該会計処理について、過年度の連結財務諸表に与える影響は僅少であることから、過年度の連結財

務諸表の訂正は行っておりません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
　　至　2026年６月30日）

役員報酬 68百万円 76百万円

給料及び手当 1,434 1,613

賞与引当金繰入額 153 131

貸倒引当金繰入額 10 △13

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりです。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

現金及び預金勘定 9,015百万円 12,269百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,553 △5,916

現金及び現金同等物 3,461 6,352

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、デジタル・クリエイティブスタジオ事業の単一セグメントであるため、記載を省略してい

ます。

 

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社は、2025年12月24日開催の取締役会において、株式会社MIXENSEの発行済株式の100%を取得し、子会社

化することについて決議しました。
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これに基づき2026年１月５日付で同社の株式を100％取得しました。

 

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社MIXENSE

事業の内容　　　：ソフトウェア受託開発事業

 

②企業結合を行った主な理由

株式会社MIXENSEは、「お客様自身のビジネスに集中できる環境を提供する」を掲げ、業務系システム開

発及び制御系システム開発等、様々な分野において、顧客のニーズに応じた 各種システム開発を行ってい

ます。提案力、技術力、柔軟性で高い評価を得ており、大手通信キャリア企業を始めとした顧客と長期間に

渡り取引を継続しています。

今回の株式取得により、株式会社MIXENSEをグループに迎えることで、当社グループの担う「デジタイ

ゼーション」領域における提供価値を拡張し、さらに顧客基盤の連携や経営リソースの相互活用といったシ

ナジーを生み出すことでDX支援をより強固なものとし、「誰もが価値創造に夢中になれる世界」というビ

ジョンの実現を目指します。

 

③企業結合日

2026年１月５日

 

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

⑤結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

 

⑥取得した議決権比率

100％

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式会社MIXENSE株式を100％取得することによるためです。

 

（２）中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年１月５日から2026年6月30日まで

 

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金及び預金（未払金含む）　　　900百万円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　900百万円

 

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　49百万円

 

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

313百万円

 

②発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものです。

 

③償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却

 

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　　　432百万円

固定資産　　　　477百万円

資産合計　　　　910百万円

流動負債　　　　142百万円
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固定負債　　　　181百万円

負債合計　　　　323百万円

 

（７）のれん以外の無形資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに償却期間

種類 金額 償却期間

顧客関連資産 443百万円 14年

 

（８）企業結合に係る暫定的な処理の確定

2026年１月５日に行われた株式会社MIXENSEとの企業結合について第１四半期連結会計期間において暫定

的な会計処理を行っていましたが、当中間連結会計期間に確定しています。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されています。

この結果、暫定的に算定されたのれんの金額494百万円は、会計処理の確定により180百万円減少し、313

百万円となっています。のれんの減少は、顧客関連資産が282百万円、繰延税金負債が101百万円それぞれ増

加したことによるものです。

なお、のれんの償却期間は15年、顧客関連資産の償却期間は14年です。

 

（収益認識関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

（単位：百万円）

 
クリエイティブ

＆エンジニアリング

タレント

プラットフォーム

インキュベーション

その他
合計

準委任契約

請負契約

その他

5,194

277

－

879

－

114

45

302

243

6,119

579

358

顧客との契約から

生じる収益
5,472 994 591 7,058

外部顧客への売上

高
5,472 994 591 7,058

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

（単位：百万円）

 
クリエイティブ

＆エンジニアリング

タレント

プラットフォーム

インキュベーション

その他
合計

準委任契約

請負契約

その他

6,017

1,011

3

873

－

93

80

394

405

6,971

1,406

503

顧客との契約から

生じる収益
7,033 967 881 8,881

外部顧客への売上

高
7,033 967 881 8,881
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりです。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

（１）１株当たり中間純利益 9円25銭 20円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
347 792

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
347 792

普通株式の期中平均株式数（株） 37,561,230 38,862,679

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 8円84銭 20円9銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 1,767,521 591,265

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

－ －

 
 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年９月14日

 

株式会社Sun Asterisk

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　洋一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　雄三

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社Sun Asteriskの2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日か

ら2026年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社Sun Asterisk及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。
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また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１.上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２.XBRLデータは期中レビューの対象に含まれていません。
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